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～はじめに～ 

平成３０年１月の内閣府月例経済報告によると、我が国の経済基調判断は、「景気は、緩やかに回復し

ている。先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな

回復が続くことが期待される。」とされる一方、「海外経済に不確実性や金融市場の変動に留意する必要

がある。」としています。 

 また、政府は、「経済財政運営の改革と基本方針 2017」、「未来投資戦略 2017」、「規制改革実施計画」、

「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」及び「ニッポン一億総活躍プラン」を着実に実行し、さら

に、人づくり革命と生産性革命を車の両輪として、少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、「新し

い経済政策パッケージ」を着実に実行するとしており、本町においても、将来を見据えた中長期的な視

点から、政府の多様な地方支援等の動きをしっかりと注視し、効果的・効率的な施策を住民との協働に

より展開していくことが求められています。 

 本町の財政運営においては、このような国全体の経済状況や施策を注視しつつ、住民生活の安心安全

を確保するという地方自治体の責務を果たすとともに、本町が抱える様々な課題について、着実に対応

していかなければなりません。 

 平成３０年度予算においては、歳入に見合った歳出を念頭に中長期的な財政見通しを勘案しつつ、「第

５次多賀町総合計画」に基づく後期計画や、各分野で策定した事業計画を着実に達成させ、子どもから

お年寄りまでが希望を持って、いきいきと心豊かに暮らせるよう編成を行いました。 

 教育・産業をはじめ各分野において、住民、関係者の皆さまとともに多賀町の将来像を検討する委員

会の開催や、山間部地域（大滝・芹谷地域）の活性化に向けた協議・実践を重ねるなど、新しい取り組

みが進んでおり、その成果が大きな果実となるよう、予算や政策に反映していきます。 

 引き続き「質の高い住民サービスの提供」、「効果的・効率的な事業の推進」を常に意識し、しっかり

と行財政運営を進めていきます。 

 この冊子は、平成２５年度から、町民の皆さまに町の予算をより詳しく公開し、知っていただくこと

で、お金の使いみちや事業の進捗を確認していただけるように作成しています。この冊子を通じて、皆

さまが多賀のまちづくりについて、ご理解をいただき、ともに「キラリとひかるまちづくり」の実現に

向け、取り組みを進めていきたいと考えています。 



一般会計 62.4％ 
48 億 6,300 万円  

特別会計 30.5％ 
23 億 8,136 万円  

企業会計 7.1％ 
5 億 5,571 万円  

１ 予算の規模                        

 平成３０年度の多賀町全体の当初予算額は、78億円となりました。 

予算の内訳は、一般会計が 48億 6,300 万円、各特別会計の合計が 23億 8,136 万円、企業会計（水道

会計）が 5億 5,571 万円となっています。 

一般会計 

 町税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの収入や、町が行う業務に必要な支出の処理をまと

めて行うために設けられた会計で、町のお金の流れの中心となっています。 

特別会計 

 一般会計とは別に設けられ、独立して運営される会計で、国民健康保険特別会計、介護保険事業特別

会計、後期高齢者医療事業特別会計、育英事業特別会計、下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別

会計などを設置しています。 

企業会計 

 民間企業のように事業を行い、一般会計から独立して事業収益等で運営しています。多賀町では、水

道事業会計のみとなっています。 
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予算規模の推移                                        

 一般会計の予算規模は、下のグラフのとおり推移しています。 

 当初予算の規模は、年々増加傾向であり、平成 29 年度は過去最大の 49 億 3,500 万円となりました

が、平成 30年度は 7,200 万円減少し、48億 6,300万円となっています。 

前年度比較                                          

 各会計の前年度比較は、下表のとおりです。 

 全会計の合計では、平成 29年度から 1億 7,469 万円減少しています。 

 特に国民健康保険特別会計が国保都道府県化により、1億 360 万円減少しています。 

（単位：千円） 
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H30予算額 H29予算額 比較増減 増減率

4,863,000 4,935,000 ▲ 72,000 ▲ 1.5

国民健康保険特別会計 877,818 981,422 ▲ 103,604 ▲ 10.6

介護保険事業特別会計 833,779 807,344 26,435 3.3

後期高齢者医療事業特別会計 103,983 97,249 6,734 6.9

育英事業特別会計 3,964 3,630 334 9.2

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 5,281 5,238 43 0.8

下水道事業特別会計 496,557 487,832 8,725 1.8

農業集落排水事業特別会計 58,357 53,918 4,439 8.2

多賀財産区管理会特別会計 185 226 ▲ 41 ▲ 18.1

大滝財産区管理会特別会計 1,260 1,260 0 0.0

霊仙財産区管理会特別会計 172 172 0 0.0

特別会計　合計 2,381,356 2,438,291 ▲ 56,935 ▲ 2.3

企業会計 水道事業会計 555,711 601,461 ▲ 45,750 ▲ 7.6

7,800,067 7,974,752 ▲ 174,685 ▲ 2.2合計

特別会計

一般会計

会計区分
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２ 歳入予算（一般会計）

 歳入全体に占める割合は町税が最も多く、17億 4,800 万円余り（3.1％減）で、収入全体の 35.9％を

占め、次いで地方交付税が 8 億 1,500 万円（3.2％増）で、16.8％を占めています。地方消費税交付金

は、1億 4,400 万円（増減なし）で、うち社会保障財源分は、4,900 万円を見込んでいます。 

国県支出金は、16.6％を占めていますが、国庫支出金は、5億 1,774万円（7.2％減）で、中央公民館

整備に伴う社会資本整備総合交付金は増額となりましたが、臨時福祉給付金事業が皆減となり、県支出

金は、2億 9,307 万円（9.3％増）で、地籍調査費や滋賀県知事選挙費が増加しています。 

中央公民館建設に係る経費として、中央公民館建設基金から 4億 5,503 万円を繰り入れるほか、財政

調整基金から 1億 1,000 万円を繰り入れます。  

町債は、3 億 4,480 万円（30.0％減）で 7.1％を占め、うち臨時財政対策債は、2 億 300 万円となっ

ています。

自主財源は、26億 8,348 万円で歳入全体の 55.2％を占めています。 

※詳細は、ｐ61「第 1表 平成 30年度一般会計歳入予算の状況」をご覧下さい。 

町税 35.9% 

17 億 4,844 万円 

分担金･使用料等 19.3% 

9 億 3,505 万円 

地方譲与税･県税交付金等 4.3% 
2 億 890 万円 

地方交付税 16.8% 

8 億 1,500 万円 

国県支出金 16.6% 

8 億 1,082 万円 

町債 7.1% 
3 億 4,480 万円 

自主財源

55.2% 

依存財源
44.8% 
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税収の内訳                                          

 町税は、平成 29年度から 5,520万円減の 17億 4,844 万円となっています。 

 税収の内訳は下記のとおりとなっています。 

※詳細は、ｐ62「第 2表 平成 30年度一般会計税目別予算の状況」をご覧下さい。 

町債の発行額と残高の推移                                   

 今の世代だけでなく、将来の世代にも負担をお願いすべき道路や学校などを建設する場合のように、

長期間にわたって利用することができ、多額の経費が必要なものの財源に充てるため、町が、政府・地

方公共団体金融機構・銀行などから長期的な借入を行っています。なお、借入残高のうち 24 億 6,802

万円は、臨時財政対策債分であり、通常の町債とは異なります。（臨時財政対策債は、国から地方自治体

に交付する地方交付税が不足するため、その代替財源として町債を発行するもので、返済額の 100％が

後年度の地方交付税で措置されます。） 

一般会計における借入額と借入残高の推移は、下記のとおりとなっています。 
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残高 

借入額 

※平成29年度の数値は、見込額であり、決算額ではありません。平成 30年度の数値は、当初予算額の数値です。 

個人住民税 18.1% 

3 億 1,640 万円 

法人住民税 16.3% 

2 億 8,502 万円 
固定資産税 61.5% 

10 億 7,572 万円 

軽自動車税 1.5% 

2,610 万円 

たばこ税 2.5% 

4,400 万円 

鉱山税 0.1% 

120 万円 

※詳細は、ｐ67「第 7表 地方債の残高状況」をご覧下さい。 
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３ 歳出予算（一般会計）

 平成 30年度予算は、「第５次多賀町総合計画」に基づき、安心・安全なまちづくり、社会保障費に必

要な予算を最優先に確保した上で、「子育て支援、教育の充実」、「定住・移住促進、地域の元気づくり」

に重点配分しました。また、「多賀町まち・ひと・しごと創生総合戦略」や、各分野の事業計画に掲げた

事業の目標達成に向け、予算化を図りました。 

 普通建設事業費（投資的経費）については、昨年度に引き続き、中央公民館建設費、認定こども園整

備費を計上したほか、道路整備や橋梁長寿命化については、既存の計画に基づき予算化し、財源として

基金からの繰入や国の交付金を有効活用するほか、町債を発行し事業を実施します。 

 厳しい財政状況ですが、多賀町に活力と希望を与えられるよう、効果的・効率的な予算執行に努めま

す。目的別の予算内訳は、下記のようになっています。 

※詳細は、ｐ64「第 4表 平成 30年度一般会計目的別予算構成」をご覧下さい。 

議会費 1.5% 

7,491 万円 

総務費 10.6% 

5 億 1,362 万円 

民生費 24.6% 

11 億 9,521 万円 

衛生費 6.9% 

3 億 3,320 万円 

農林水産業費 6.2% 

3 億 103 万円 

商工費 1.0% 

5,003 万円 

土木費 8.9% 

4 億 3,367 万円 

消防費 3.1% 

1 億 5,174 万円 

教育費 27.8% 

13 億 5,306 万円 

公債費 9.2% 

4 億 4,676 万円 

諸支出金 0.1% 

577 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 
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歳出予算（目的別）                                      

 歳出予算を目的別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

（単位：千円） 

主な増減理由として、議会費では、議場の一部レイアウト変更や、音響設備の改修を行うため増額と

なり、総務費では、滋賀県知事選挙費分が増額となりますが、臨時職員保険負担金を教育費へ振り替え

たことにより減額となっています。 

 また、民生費は、前年度整備した大滝たきのみやこども園の整備費が大きく減少したことにより減額

となっており、土木費では、国庫支出金を活用した整備事業が縮小しているため減額となっています。 

 教育費は、新中央公民館建設のため大きく増額となっています。 

 公債費は、前年度に行った繰上償還により減額となっています。 

目的別 内容 H30予算額 H29予算額 比較増減 増減率

議会費
議会だよりの発行費や議員研修費等議会運営のための経費
です。

74,907 72,369 2,538 3.5

総務費
庁舎の維持管理、政策企画経費、電算費、戸籍管理、税徴
収などの経費ほか、まちづくりや空き家・定住移住対策、
公共交通推進、人権政策も含まれます。

513,623 541,717 ▲ 28,094 ▲ 5.2

民生費
障害のある方や高齢者の方に対する福祉の充実、子育て支
援などの経費ほか、保育園、こども園や放課後児童クラブ
経費も含まれます。

1,195,205 1,316,924 ▲ 121,719 ▲ 9.2

衛生費
環境保全、廃棄物対策、疾病予防(検診)、健康診査、健康
増進などの経費です。

333,203 308,355 24,848 8.1

農林水産業費
農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの
経費です。

301,032 287,437 13,595 4.7

商工費 商工業や観光の振興を図るための経費です。 50,033 46,895 3,138 6.7

土木費
道路や河川、公園などの整備・維持管理のための経費で
す。

433,665 536,262 ▲ 102,597 ▲ 19.1

消防費 消防や防災経費など災害対策のための経費です。 151,739 157,201 ▲ 5,462 ▲ 3.5

教育費
幼児教育・学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振
興などの経費です。

1,353,061 1,188,229 164,832 13.9

災害復旧費
大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧す
るための経費です。当初予算では予算計上はありません。

0 0 0 -

公債費 町債の元金及び利子などを支払うための経費です。 446,762 465,998 ▲ 19,236 ▲ 4.1

諸支出金
他の支出科目に含まれない経費をまとめたもので、基金へ
の積立金があります。

5,770 9,613 ▲ 3,843 ▲ 40.0

予備費
予算編成時には予期しなかった支出に対応するための経費
です。

4,000 4,000 0 0.0

合計 4,863,000 4,935,000 ▲ 72,000 ▲ 1.5
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表したものが、下のグラフとなります。 

 ※詳細は、ｐ63「第 3表 平成 30年度一般会計性質別予算構成」をご覧下さい。 

 歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に削減できない経費は、義務的経費とよばれます。 

人件費、扶助費、公債費がこれにあたり、この割合が大きいとそれ以外の経費に予算をまわすことが

難しくなり、財政が硬直化します。 

人件費 16.9% 

8 億 2,223 万円 

物件費 18.7% 

9 億 723 万円 

維持補修費 0.2% 

1,091 万円 

扶助費 9.1% 

4 億 4,442 万円 
補助費等 12.7% 

6 億 1,521 万円 

普通建設事業費 21.8% 

10 億 5,884 万円 

公債費 9.2% 

4 億 4,676 万円 

積立金 0.1% 

577 万円 

貸付金 0.0% 

111 万円 

繰出金 11.2% 

5 億 4,653 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 

義務的経費以外 64.8% 

31 億 4,960 万円 

義務的経費 35.2% 

17 億 1,340 万円 
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

（単位：千円） 

 人件費は、歳出の 16.9％を占めています。正規職員が 2名増加しますが、育児休業職員の増加により

減額となっています。扶助費は、前年度の臨時福祉給付金がなくなり、減額となっています。普通建設

事業費は、中央公民館建設費が大きく増額となりますが、道路整備費の減少や保育施設整備費の減少に

より減額となっています。積立金については、まちづくり基金（ふるさと納税分）の積立金が減少して

います。 

性質別 内容 H30予算額 H29予算額 比較増減 増減率

人件費
議員の報酬、職員の給与などの経費です。消防団員等
の非常勤の報酬もふくまれます。

822,226 838,208 ▲ 15,982 ▲ 1.9

扶助費
児童福祉法などの法令に基づいた児童手当などの支
給、町が単独で行う各種扶助（中学校卒業までの医療
費無料化など）のための経費です。

444,416 465,503 ▲ 21,087 ▲ 4.5

公債費 町債の元金および利子などを支払うための経費です。 446,762 465,998 ▲ 19,236 ▲ 4.1

投資的経費 普通建設事業費
道路、橋梁、学校、庁舎など公共施設・公用施設の建
設事業に必要とされる投資的な経費です。

1,058,840 1,088,934 ▲ 30,094 ▲ 2.8

物件費
町の経費のうち、消費的性質を持つ経費です。臨時職
員賃金、旅費、消耗品費、光熱水費などがこれにあた
ります。

907,230 910,954 ▲ 3,724 ▲ 0.4

維持補修費
道路、公共施設などを維持補修するために必要な経費
です。

10,906 11,134 ▲ 228 ▲ 2.0

補助費等

町から他の地方公共団体（県、市町、一部事務組合な
ど）や民間団体、個人に対して交付する経費です。主
なものとして、講師謝金などの報償費、保険料などの
役務費、負担金・補助金および交付金（一般的な補助
金）などが該当します。

615,207 597,249 17,958 3.0

積立金
財政運営を計画的に執行するため、目的別や年度間財
源調整のために積み立てる経費です。

5,770 9,613 ▲ 3,843 ▲ 40.0

貸付金
地域住民の福祉増進や地域の振興を図るため、町が直
接あるいは間接に現金の貸付を行うための経費です。

1,114 1,250 ▲ 136 ▲ 10.9

繰出金
一般会計、特別会計および基金の間で相互に資金運用
をするものです。

546,529 542,157 4,372 0.8

予備費
緊急的かつ想定外の支出が生じた場合に備える経費で
す。

4,000 4,000 0 0.0

4,863,000 4,935,000 ▲ 72,000 ▲ 1.5

義務的経費

その他経費

合　　　　　計
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４ 主な特別会計予算                       

※ｐ65「第 5表 平成 30年度特別会計及び企業会計の予算状況」もご覧下さい。 

国民健康保険特別会計 ８億７，７８２万円（▲１億３６０万円 ▲１０．６％）          

被保険者数は、昨今の被保険者数の減少率を勘案し１，６９４人、前年度と比較し１３３人の減少で

予算化しています。また、国保財政の安定化を図る仕組みとして保険財政共同安定化事業を実施してき

ましたが、平成３０年度から国保の財政運営を滋賀県が担うことに伴い、当該事業が滋賀県に移管され

ることから、予算総額が前年度より大幅に減額となっています。 

歳入では、国保税は、税率改正に伴い前年度から６２５万円増額の１億６，１２３万円を見込んでい

ます。また、県支出金が、６億１，３３２万円増額の６億４，８０２万円となっています。これは、平

成３０年度から国保の財政運営を滋賀県が担うこととなり、保険給付費の支払いに充てるための費用の

全額が、滋賀県から交付されるためです。これに伴い、これまで多賀町に直接交付されていた国庫支出

金および前期高齢者交付金については、一旦、滋賀県に交付され、それを財源として、保険給付費の支

払いに必要となる費用分を、滋賀県から多賀町に交付する仕組みとなります。 

歳出は、医療費の増加が見込まれるため、保険給付費を４，５０３万円増額の６億２，９６３万円と

しています。また、国保都道府県化により新しい科目として、国民健康保険事業費納付金、２億５８６

万円を計上しています。これは、歳入同様、滋賀県が国保の財政運営の責任主体となることから、主に

国保税を財源として、国保運営に係る費用を滋賀県に拠出するものです。これに伴い、平成２９年度ま

で、多賀町から社会保険診療報酬支払基金へ拠出していた後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等お

よび介護納付金については、滋賀県が納付することとなるので、予算計上はしておりません。 

保健事業費については、健診単価の見直し等により前年度比３６２万円減額の１，６２９万円を計上

しています。 

介護保険事業特別会計 ８億３，３７８万円（＋２，６４４万円 ＋３．３％）           

被保険者数（第１号）は２，４９５人、前年度と比較し２５人の増加で予算化しています。 

歳入では、介護保険料は、被保険者の増加分と介護保険料の見直し（平成３０～３２年度基準額６，

１００円）による増加分で２，０８０万円増額の１億８，７８５万円を見込んでいます。 

介護給付費に伴う国庫支出金１６２万円、支払基金交付金１３８万円、県支出金４５９万円、介護予

防事業参加費に伴う諸収入１３万円を増額し、一般会計からの繰入金は２０９万円減額しています。 

歳出では、介護給付費において、居宅介護サービス計画給付費が１００万円、介護予防サービス給付

費が５０万円、審査支払手数料が１万円の減額となった一方、居宅介護サービス給付費が２００万円、

地域密着型介護サービス給付費が２，０００万円、施設介護サービス給付費が９００万円、高額介護サ

ービス費が１５０万円、特定入所者介護サービス費が２５０万円の増額となり、介護給付費全体で３，

３４９万円の増額となっています。 

地域支援事業費においては、生活予防・生活支援サービス事業費が６４万円、一般介護予防事業費が

２万円、包括的支援事業費・任意事業費が４４６万円の減額となり、地域支援事業費全体で５１２万円

の減額となっています。 

総務費においては、総務管理費が１５３万円、徴収費が２万円、介護認定審査会費が１２万円、運営

協議会費が９万円の減額となり、総務費全体で１７６万円の減額となっています。第７期高齢者福祉計

画および介護保険事業計画策定費用が減額となり、システム改修経費に２１２万円を計上しています。 
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後期高齢者医療事業特別会計 １億３９８万円（＋６７３万円 ＋６．９％）            

被保険者数は１，３３５人（６５歳以上７５歳未満の方で一定の障害の状態にある方は１１人）で前

年度と比較し１６人の増加で予算化しています。 

歳入では、保険料は、被保険者数や医療費見込み等により算定し、５５２万円増加の７，１４８万円

を見込んでいます。 

歳出では、後期高齢者医療広域連合納付金が５０３万円の増額となっていますが、特に、医療費が増

加傾向であることから、広域連合負担金（保険料分）が、５５２万円増額となっています。 

また、平成２９年度に続き平成３０年度も保険料の軽減措置が縮小される予定であり、本年度は、所得

割額の軽減がなくなり、被扶養者軽減の均等割額が７割軽減から５割軽減となる予定です。 

育英事業特別会計 ３９６万円（＋３３万円 ＋９．２％）                     

前年度の給付実績を踏まえ、高校生２４人（７０００円/月）、大学生・専門学校生１１人（１４，０

００円/月）分を予算化しています。 

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 ５２８万円（＋４万円 ＋０．８％）       

団地内における草刈り等の維持管理事業を実施する経費を計上しています。 

下水道事業特別会計 ４億９，６５６万円（＋８７３万円 ＋１．８％）               

使用料は、前年度から１９６万円増額し、２億４,０１５万円を見込んでいます。 

一般管理費においては、平成３２年度からの公営企業会計の法適用に向けた移行業務および下水道法

改正に伴い、維持管理を適切なものとするため、施設の点検頻度・方法を示すとともに、施設の設置及

び機能の維持に関する中長期的な方針等を定めた事業計画の見直しに要する業務委託料が増額となっ

ています。また、維持管理費において、マンホールポンプ場の長寿命化の更新工事に伴う工事請負費が

主な予算となっています。 

公債費は、元金償還分は１，０３１万円の増額、利子分は３９９万円減額となっています。 

農業集落排水事業特別会計 ５，８３６万円（＋４４４万円 ＋８．２％）               

 使用料は、減少傾向にあるため前年度より１３８千円減額し、５２６万円を見込んでいます。 

処理場の保守や真空ポンプ等の維持管理委託料が主な予算となっています。今後、経年劣化による維持

管理費が増加することが予想され、既存施設の長寿命化、維持管理費を含むライフサイクルコストの低

減、予算の最適化を図ることを目的に萱原地区の機能診断調査および最適化構想の策定のための委託料

が増額となっています。 

公債費は、地方債の発行がなく、元利均等返済のため、ほぼ同額を計上しています。 

水道事業会計  収益的収支 ３億３，２５１万円（▲２，５９７万円 ▲７．２％）          

資本的収支 収入：   ７，３０１万円（▲２，７００万円 ▲２７．０％）     

支出：２億２，３２０万円（▲１，９７８万円 ▲８．１％）      

収益的収支は、他会計補助金、長期前受金戻入および施設整備に伴う減価償却費の減少、資本的収支

については、老朽管更新・道路復旧工事が減少し、企業債借入額も減少しています。主な事業として、

土田地区水源地取水施設整備工事、多賀地区および久徳地区配水管布設替工事を予定しています。 
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子育て・教育の充実 
出産～乳幼児 小・中学生 高校生

・特定不妊治療費助成(男性不妊治療も対象)

・未熟児養育医療費助成

・妊婦健康診査費助成

・出産奨励金(第3子50,000円、第4子以降100,000円)

・お食い初めセット（町産木製）贈呈

・育児用品購入助成

(満２歳まで紙おむつ・粉ミルク 2,000円／月)

・新生児家庭訪問(生後1～3ヶ月)

・乳幼児健診(定期)

・にこにこ広場・わくわくランド

・のびっこ教室・元気っこ教室

・歯科指導・離乳食教室

・病児・病後児保育(定住自立圏事業)

・小中新入学助成

(ランリュック・スポーツバッグ・通学ヘルメット)

・臨時教諭・特別支援員による支援

・ICTを活用した授業

・外国人講師による英語教育の充実

・土曜講座の開催(中学)

・ニュージーランド研修(中学・選考有)

・放課後児童クラブ(小学1～6年生)

(支援の必要な児童・生徒)

・放課後等支援事業(杉の子クラブ)

(特別支援学級・特別支援学校の児童・生徒）

・育英資金事業

奨学金給付

(選考基準有)

児童手当、医療費無料化、臨床心理士による相談 

園、学校、地域との連携、子育て応援ハンドブック 

子ども・家庭応援センター 

子育て・発達相談、児童虐待防止 

子育て支援センター(２ヶ所) 

対象：未就園児  

にこにこ広場（火･水曜、登録要 1000 円）  

 わくわくランド（プレイルーム開放：遊び場・

語らいの場） 

（平日、登録不要 9：00～13：00） 

子育て講座

多賀ささゆり保育園 

（休園：日曜・祝日：６ヶ月から就学前の子ども） 

基本保育時間 8：00～16：00 （早朝 7：30～ 延長～19：00） 

土曜保育時間 8：00～12：00 （早朝 7：30～ 延長～13：00） 

大滝たきのみやこども園 

（休園：土曜・日曜・祝日：６ヶ月から就学前の子ども） 

長時部基本保育時間 8：00～16：00 (早朝 7：30～ 延長～19：00) 

短時部教育時間 8：30～14：00（預かり保育～16：00） 

一時預かり保育 8：30～17：15

多賀幼稚園 

（休園：土曜・日曜・祝日：３歳の誕生月の翌月から

就学前の子ども） 

教育時間 8：30～14：00（預かり保育～16：00） 

各種の教室を中央公民館等で開催します！ 

・子ども陶芸教室 

・親子教室 

・発明クラブ 

・ネイチャークラブ 

・スポーツ教室（Ｂ＆Ｇ）

待機児童

ゼロ

-
1
3
-



多賀（大滝）里づくりプロジェクト（Ｈ２７～３１） 

多賀（大滝）直面する複合的諸課題 

まち

人口減少により、地域のシンボ
ルである大滝小学校の存続

高校生・高齢者の移動手段の
確保

人口減少・高齢化による地域
自治の維持困難 等

ひと

人口減少、超高齢化

若者の流出

児童数の減少

東日本大震災を契機に都市
住民の価値観が変化 等

しごと

市内事業者との連携による就
業支援

子育て世代の女性の働く場の
確保

林業の縮小 等

子育て世代が市街地でなく、中山間地域に 
住みたくなる総合的な里づくり 

質の高い教育

・認定こども園

・特色ある教育 等

しごとの確保

・町内企業と連携した就職活
動支援 等

情報発信

・魅力ある情報発信（メールマ
ガジン、フェイスブック等） 等

すまいの確保

・空き家空き地対策

・耕作放棄地対策 等

受入体制の確立と地域活性化

・地域の受け入れ体制づくり

・地域支えあいのしくみづくり 等

フェイスブック。「大滝里づくりプロジェクト」で検索して
みてください。 

複合的諸課題に対して統合的アプローチ 

大滝小製作ＰＲ動画。 
ユーチューブでご覧になれます。 
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地域再生事業［多賀町地方創生推進交付金事業］ 

地域再生法に基づいて認定された「森林資源を活用した多賀町再生計画」を推進するため、内閣府か

ら地方創生推進交付金実施計画の採択を受けて、「森林資源による地域活性化事業」を３カ年計画（平

成２８年度～）で実施するものです。 

森林資源を活用した地域経済の活性化、新規事業の創造、新たな雇用の創出 

意見 
多賀町森林・林業再生協議会の設置運営 

森林のあり方を検討する 

⇒森林基本計画の策定 

国が推進する地方創生に資する施策として、当町の地域資源である森林を活用して、民間企業

や森林組合および行政等が連携することによって、林業や木材産業を再び活性化させ、新規事業

の展開や新たな雇用などを生み出そうとする取り組みです。 

森林の現状を把握する 

⇒森林資源の調査 

⇒登記簿や公図の調査 

・ 町面積の約８５％を占める森林の活用と整備 

・ 森林の約６０％を占めるスギやヒノキの林から生まれる木材の活用 

森林・林業に従事できる 

人材を育成する 

⇒林業技能者育成 

町内の木工業を活性化する 

⇒家具等の商材開発 

⇒販路開拓 

観光資源として 

森林を活用する 

⇒森林空間の活用 

隣接する人工林をまとめて 

効率良く間伐を行う 

⇒伐採地の団地化 町産木材供給体制の構築を目指す 

⇒木材供給の実証 

⇒市場調査と加工施設整備の検討 

木材等の販売 

航空写真を利用して作成した筆界仮置図

意見

安定的な木材生産  

地域資源を 

活用した 

地方創生の推進 
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事業費 7,491万円 所管 議会事務局

■主な経費

９　平成３０年度の各事業

　本ページ以降は、平成３０年度の各事業を掲載しています。

　議員が条例や予算、決算を審議します。議
員定数は１２名です。
　議会だよりを年４回発行し、議会での審議
内容や一般質問についてお知らせします。
　３０年度は議場の一部レイアウト変更と音
響設備の改修を行います。

議員報酬等　４，７９４万円
職員給与等　１，８８８万円
議会だより発行費　１６５万円
議事録調整委託料　６９万円
議場設備改修工事　１９５万円
各種負担金　１９９万円

財源内訳

議会費

一般財源

7,490万円

議員研修戻入金等

1万円

事業費のうち、主な経費を記載しています。関連する写真等を掲載しています。

事業費の財源内訳を

表しています。

「事業名称」「事業費」「所管課等」を

記載しています。

事業の概要を

記載しています。
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事業費 2億2,008万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 870万円 所管 企画課

■主な経費

文書広報費

　広報発行やホームページの管理運営を行
い、わかりやすい情報発信に努めます。引き
続き、森林資源循環を推進するため、kikito
（ききと）紙を使用した広報誌を発行しま
す。

財源内訳

広報発行費　545万円
ホームページにかかる経費　64万円
有線放送運営補助金　250万円

総務一般管理費

　庁舎の光熱水費、電話料金や印刷製本費等
の役場共通の経費を管理します。また、人事
給与事務、財政事務や条例改正のほか、ふる
さと納税事務、行政文書の管理や職員の研
修・福利厚生を行います。

財源内訳

特別職(町長・副町長)給与等　2,966万円
職員給与等
　(総務課・企画課・会計室)　1億2,940万円
管理消耗品 光熱水費 通信運搬費等　2,508万円
下水道使用料 機器賃借料等　208万円
職員研修負担金　52万円
ふるさと納税寄付者報償費　148万円

一般財源

864万円

広告料

6万円

一般財源

2億676万円

国県支出金

334万円
庁舎使用料等

998万円

-17-



事業費 201万円 所管 会計室

■主な経費

事業費 2,318万円 所管 総務課

■主な経費

財産管理費

　役場庁舎や設備の財産管理、福祉バスの運
行管理など、町有財産を管理します。

財源内訳

本庁舎設備等保守委託経費　649万円
福祉バス運行委託料　461万円
庁舎設備補修費　259万円
多賀大社前駅コミュニティハウス経費　68万円

会計管理費

　公金の出納や保管、各基金の管理などの会
計事務を行います。また、各課で使用する共
通物品について、一括契約し、良質で安価な
物品の調達を行います。
　平成27年10月から、公金のコンビニ収納を
開始しています。

財源内訳

振込振替手数料　42万円
指定金融機関委託料　54万円
コンビニ収納手数料　7万円
機器借上料　86万円

一般財源

2,313万円

庁舎使用料

5万円

一般財源

201万円
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事業費 1,559万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 109万円 所管 総務課

■主な経費

交通安全対策費

　交通指導員を委嘱し、全国交通安全運動期
間などに街頭啓発を行います。
　また、飛び出し人形や看板を購入し、町内
の危険箇所に設置するとともに、警察等関係
機関と連携した啓発活動を行います。

財源内訳

交通指導員報酬　21万円
啓発消耗品費　30万円
交通安全協会多賀支部助成金　17万円
交通安全関連負担金　23万円

諸費

　防犯対策事業や区長事務、日置市や三朝町
との交歓行事等を行います。
　また、通学路に防犯カメラ（１カ所）を設
置し、児童や生徒の安全を確保します。

財源内訳

防犯灯設置委託料　258万円
自治振興事業交付金　1,000万円
(文書配布費や自警団設置費など各集落に交付します)
日置市交歓事業費　55万円
三朝町交歓事業費　45万円
防犯カメラ設置リース料　13万円

一般財源

1,559万円

一般財源

109万円
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事業費 147万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 105万円 所管 企画課

■主な経費

地方創生費

　大滝地域活性化アクションプランに基づ
き、地域資源を活用した教育や移住定住に対
する取り組み、情報発信等を進めます。
　また、移住促進を図るため、ハンドブック
を作成し、都市部でのＰＲ活動を行います。

財源内訳

大滝地域活性化支援委託料　90万円
移住ハンドブック印刷製本費　5万円
移住フェア出店費用　8万円

企画費

　第５次多賀町総合計画、多賀町まち・ひ
と・しごと創生総合戦略や多賀町行政改革大
綱などの各計画の進捗確認や事業評価を実施
し、町政全体の総合的な企画調整を行いま
す。
　また、事業評価について専門家による指
導・評価を受けて、平成３１年度からの本格
的な外部評価導入を目指します。

財源内訳

まち･ひと･しごと創生推進委員報償費　12万円
事業評価検討委員報償費　10万円
淡海文化創造館運営管理委託料　18万円
彦愛犬婚活イベント負担金　37万円

一般財源

117万円

一般財源

105万円

建物賃貸料

12万円県自治振興交付金

18万円
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事業費 4,388万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 200万円 所管 総務課

■主な経費

人権推進費

　住民、企業への啓発事業を実施し、人権を
尊重する明るいまちづくりを推進します。
　11月には、「人権尊重のまち　町民のつど
い」を開催します。

財源内訳

人権擁護推進費　64万円
（うち町民のつどい開催費　43万円）
同和対策啓発費　83万円
企業内人権啓発費　53万円

集落活動推進費

　集落の自主的なまちづくりを推進するた
め、まちづくり活動支援交付金等を交付する
とともに、特に山間部での若者定住事業、空
き家・移住対策事業を強化し、活気ある集落
づくりを支援します。また、木材住宅の耐震
化を促進し、災害に強いまちづくりを進めま
す。
　引き続き、大杉区に地域おこし協力隊を設
置し、集落の活性化を図ります。

財源内訳

まちづくり活動支援交付金　1,945万円
コミュニティ助成事業助成金　740万円
若者定住支援事業　780万円
空き家除却補助金　250万円
空き家改修費補助金　100万円
木造住宅耐震事業補助金　140万円
お試し住宅事業費　8万円
地域おこし協力隊設置費（大杉区）348万円

一般財源

3,133万円

一般財源

155万円

宝くじ助成等

883万円国県支出金

372万円

国県支出金

36万円

講演会助成金

9万円
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事業費 574万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 6,274万円 所管 企画課

■主な経費

電子計算費

　行政内部の事務を円滑かつ安全に行うため
のシステムの更新、保守を行います。
　情報漏えい等、重大な事故を発生させない
よう、セキュリティ対策を強化します。
　経費の削減とシステム効率化のため、県内6
町での行政情報システムの共同利用をしてい
ます。

財源内訳

電算保守委託料　206万円
６町行政情報システム共同利用料　4,620万円
パソコン更新費用　385万円

川相出張所費

　川相出張所の運営、維持管理を行います。
　今年度は、老朽化したエアコンの更新工事
を行います。

財源内訳

嘱託職員設置費　419万円
管理運営費　126万円
エアコン更新工事費　29万円

一般財源

574万円

一般財源

6,274万円
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事業費 5,784万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 3,945万円 所管 税務住民課

■主な経費

税務総務費

　適正な課税、徴収業務を行います。納税証
明書や固定資産評価証明書等を発行するほ
か、軽自動車（多賀町ナンバー）の登録・廃
車の手続きを行います。
　また、予算編成に必要な税収の見積もり、
決算数字などの税務統計の取りまとめ、税務
システムの維持管理などを行っています。

財源内訳

職員給与等　3,761万円
軽自動車税申告取扱負担金等　74万円

公共交通対策費

　町内３路線の路線バスの運行を確保すると
ともに、愛のりタクシーの運行・利用促進に
努めます。
　また、ウォーキングイベントを開催し、近
江鉄道の利用促進を図ります。

財源内訳

運行対策補助金（湖国バス）3,650万円
湖東圏域公共交通活性化協議会負担金　2,068万
円

一般財源

4,720万円

一般財源

3,254万円

県支出金(バス運行)

628万円

湖東圏域公共交通活性化

協議会返戻金等

436万円

県支出金

624万円

事務手数料等

67万円
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事業費 455万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 1,551万円 所管 税務住民課

■主な経費

戸籍住民基本台帳費

　戸籍法、住民基本台帳法に基づき、各種届
出の受付、相談、編製事務、住所の異動、印
鑑登録、戸籍・住民票等の証明書の交付を行
います。
　また、第２・第４金曜日は１９時まで証明
書の時間外交付（本庁）を行っています。
　平成２８年７月から、マイナンバーカード
を使って、住民票・戸籍抄本・印鑑証明・所
得証明などがコンビニエンスストアで取得で
きます。
　マイナンバーカードは無料ですので、作成
をおすすめします。

財源内訳

職員給与等　1,288万円
個人番号カード交付事業負担金　88万円
コンビニ交付事業負担金　70万円

賦課徴収費

　自主財源である町税は、納め忘れをなくす
ためにも、便利で確実な口座振替をお勧めし
ていますが、コンビニエンスストアでも納付
できるように納付しやすい環境づくりを推進
しています。
　また、税負担の公平性を実現するため、法
律に基づき、預貯金などの調査を行い、場合
によっては差し押さえも行っています。

財源内訳

字限図再製及び地籍図複製委託料　43万円
画地条件調査及び計算業務委託料　120万円
土地鑑定評価委託料　23万円
給与支払報告書入力委託料　32万円
家屋評価システム保守委託料　65万円

県支出金

455万円

一般財源

1,031万円

手数料等

375万円

国支出金

145万円
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事業費 758万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 51万円 所管 総務課

■主な経費

統計調査費

　国が実施する各統計調査を行います。ま
た、調査員の研修を行い、調査の精度を高め
ます。今年度の調査は次のとおりです。
　学校基本調査、人口動態調査
　毎月人口動態調査、工業統計調査
　住宅・土地統計調査
　経済センサス調査（準備）
　2020世界農林業センサス（準備）

財源内訳

調査員報酬　32万円
調査等消耗品費　8万円

選挙費

　公平公正な選挙が実施されるよう啓発を行
います。また、選挙時には、厳正かつ迅速に
投開票事務を行います。
　今年度は、６月に滋賀県知事選挙、２月～
３月に多賀土地改良区総代選挙および芹川沿
岸土地改良区総代選挙が予定されています。

財源内訳

選挙管理委員会費　31万円
滋賀県知事選挙費　704万円
芹川沿岸土地改良区総代選挙費　4万円
多賀土地改良区総代選挙費　4万円

県支出金

704万円

県支出金

47万円

一般財源

46万円
土地改良区負担金

8万円

一般財源

4万円
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事業費 66万円 所管 議会事務局

■主な経費

事業費 6,371万円 所管 福祉保健課

■主な経費

監査委員費・公平委員会費

　監査委員は、町の財務、事務事業が法令等
に基づき、公正・適正に行われているかとい
う合法性や、経済性・効率性・有効性の観点
から監査を実施します。また、監査結果、措
置状況を公表します。
　公平委員会は、職員の勤務条件に関する措
置の要求や不利益処分を審査し、必要な措置
を講じます。

財源内訳

監査委員報酬　46万円
研修旅費　13万円
公平委員報酬　2万円

社会福祉総務費

　民生児童委員活動の推進や、地域福祉全体
の向上に取り組みます。また、社会福祉協議
会と連携し、共助社会の実現を図ります。
　今年度は、第２期地域福祉計画を策定し、
誰もが暮らしやすいまちづくりを推進しま
す。

財源内訳

職員給与等　2,291万円
社会福祉協議会補助金　3,015万円
民生児童委員協議会活動費　434万円
地域福祉計画策定委託料　334万円

一般財源

6,160万円

県支出金

196万円

社会福祉法人

負担金 15万円

一般財源

66万円
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事業費 751万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 6,851万円 所管 税務住民課

■主な経費

国民年金費

　国民年金の資格の取得、喪失等の異動や裁
定請求等に係る事務を行います。
　今年度は、年金届出書の統一化等にかかる
システムの改修を行います。

財源内訳

職員給与等　631万円
システム改修委託料　117万円

国民健康保険費

　国民健康保険事業は、一般会計とは別に特
別会計を設置し、独立して運営管理を行って
いますが、一定の基準に基づき、繰出金を特
別会計へ支出しています。

財源内訳

高額療養費貸付金　50万円
国民健康保険特別会計繰出金　6,801万円

一般財源

3,380万円

一般財源

450万円

県支出金

2,661万円

社会福祉基金繰入金等

810万円

国負担金

301万円
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事業費 1億2,887万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 3,262万円 所管 福祉保健課

■主な経費

介護・生活支援費

　介護保険事業は、一般会計とは別に特別会
計を設置し、独立して運営管理を行っていま
すが、一定の基準に基づき、繰出金を特別会
計へ支出しています。
　新たに介護職員初任者研修受講補助金を創
設し、介護職の裾野の拡大を図ります。

財源内訳

介護保険特別会計繰出金　1億2,786万円
介護予防プラン作成委託料　19万円
介護職員初任者研修受講補助金　25万円

老人福祉費

　老人クラブや敬老会の活動の支援や、ひと
り暮らし高齢者、高齢者世帯が安心して生活
できる仕組みを構築し、高齢者福祉の向上を
図ります。
　また、高齢者の生きがいづくりや健康増
進、ふれあい交流事業を展開します。

財源内訳

老人クラブ育成事業　99万円
シルバー人材センター運営補助　1,000万円
高齢者生きがい支援事業　585万円
（うち地域サロン運営委託料　71万円）
（うちもんぜん亭指定管理料　310万円
高齢者生活支援事業　644万円
（うち配食サービス委託料　452万円）
（うち小規模住宅改造補助　133万円）

一般財源

2,855万円

一般財源

1億2,556万円

県支出金

107万円

まちづくり基金

38万円

利用者負担金

262万円

国県支出金

71万円

まちづくり基金

110万円

手数料等

150万円

うち 地方消費税 社会保障分 500万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円
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事業費 1億4,951万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 6,789万円 所管 税務住民課

■主な経費

障害福祉費・障害者自立支援費

　障害のある方が、住みなれた地域で安心し
て自立した社会生活ができるよう、障害福祉
サービスの支給や、必要な地域生活支援事業
の実施、特別支援学校や特別支援学級に通う
児童・生徒を対象とした多賀町放課後等支援
事業（通称：杉の子クラブ）の実施を行いま
す。
　また、手術や治療など日常生活における適
応能力を増進するため、必要な更生医療と育
成医療の給付を行います。

財源内訳

障害者生活支援事業　450万円
(うち障害児放課後児童クラブ委託料　274万円)
障害福祉施設運営事業　439万円
介護及び訓練等給付費　1億2,108万円
地域生活支援事業費　1,509万円
自立支援医療助成事業　133万円

福祉医療助成費

　子どもや重度心身障害者、母子・父子家庭
等の一定の要件を満たす方の医療保険自己負
担額（一部負担金）を助成します。
　多賀町では、子育て支援として、就学前の
子どもはもちろん、中学を卒業するまでの子
どもの医療費を無料にしています。

財源内訳

福祉医療扶助料　6,526万円
（うち子育て応援医療費 1,511万円）
事務手数料　248万円

一般財源

2,348万円

一般財源

4,670万円

社会福祉基金

1,511万円

高額療養費返還金

1,156万円

県負担金

1,774万円

国県負担金

1億235万円

障害児放課後児童クラブ

負担金 46万円

うち 地方消費税 社会保障分 900万円
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事業費 1億3,082万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 1億5,520万円 所管 福祉保健課

■主な経費

後期高齢者医療費

　７５歳以上の人（一定の障害がある人は６
５歳以上）は、後期高齢者医療制度に加入と
なり、滋賀県後期高齢者医療連合が給付を行
い、町は保険料の収納や被保険者証の交付を
行います。
　後期高齢者医療事業は、一般会計とは別に
特別会計を設置し、独立して管理運営を行っ
ていますが、一定の基準に基づき、繰出金を
支出しています。

財源内訳

健康診査委託料　108万円
広域連合負担金　9,879万円
後期高齢者医療特別会計繰出金　3,091万円

児童福祉総務費・母子福祉費

　児童手当の支給や育児支援を行い、子ども
たちの健全育成を図ります。
　育児支援として、２歳に達する月まで、紙
おむつや粉ミルクにかかる経費の一部を助成
します。（2,000円上限/月）
　また、母子父子家庭の支援を行います。

財源内訳

職員給与等　897万円
児童手当　1億2,521万円
愛犬地域療育事業負担金　1,169万円
障害児通所給付費　378万円
育児支援助成金　264万円
出産奨励祝金　70万円
母子のぞみ会補助　7万円

一般財源

3,960万円

一般財源

1億1,146万円

国県支出金

1億1,292万円

社会福祉基金

268万円

県負担金

1,857万円

健診受託収入

79万円
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事業費 2億5,389万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 8,728万円 所管 教育総務課

■主な経費

認定こども園費

　新しく開園する大滝たきのみやこども園で
は、０才から５才までの保育を行います。３
才以上の子どもについては、保護者の就労の
状況に関わらず、一緒に保育・教育を行うこ
とで、子どもの健全育成を図ります。
　また、園庭整備を行い、自然の中での幼児
教育を実施します。

財源内訳

職員給与等　3,018万円
臨時保育士・臨時調理師設置費　1,104万円
給食材料費（０～２歳児）137万円
施設管理委託料　97万円
園庭整備費　2,500万円
施設型給付費　1,265万円

保育所費

　多賀ささゆり保育園の安全安心な施設運営
に努め、就学前の子どもの健全育成を図りま
す。子育て相談や延長保育を実施し、保護者
支援を実施します。
　衛生管理を行い、献立業務を委託し、園児
にバランスのとれた栄養のある給食を提供し
ます。

財源内訳

職員給与等　9,649万円
臨時保育士・臨時調理師設置費　4,594万円
給食材料費　1,392万円
施設管理委託料　303万円
献立業務委託　145万円
施設型給付費　7,170万円

国県支出金

93万円

国県支出金

50万円

一般財源

1億3,643万円

施設型給付費代理受領分

7,170万円

入園負担金・利用料等

4,483万円

一般財源

3,976万円

町債

2,110万円

施設型給付費代理受領分

1,265万円

入園負担金・利用料等

1,327万円

うち 地方消費税 社会保障分 900万円

うち 地方消費税

社会保障分 100万円
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事業費 4,935万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 3,716万円 所管 福祉保健課

■主な経費

子育て支援対策費

　子育て支援センターは、新たに大滝たきの
みやこども園にも設置し、２カ所となります
　子育て世代のニーズを把握し、子育て支
援、発達支援、家庭への支援等のきめ細やか
なサービスを行うほか、児童虐待防止に向け
た取り組みを行います。
　また、新入学生通学費助成として、小中学
校入学時に必要なランリュック、スポーツ
バッグ、自転車ヘルメットを配布し、子育て
世代の経済的負担を軽減します。
　放課後児童クラブは小学１～６年生までを
受け入れています。

財源内訳

職員給与等　1,512万円
子育て支援センター費　988万円
児童虐待防止ネットワーク事業　13万円
放課後児童クラブ事業　1,766万円
臨床心理士設置費　346万円
新入学生通学費助成　83万円
子育て支援サポート業務委託　60万円

保健事業総務費

　保健・医療の円滑な推進を図るとともに、
健康づくりの取り組みを推進します。
　健康づくり推進事業として、運動指導を行
うともに、管理栄養士による栄養指導を強化
し、疾病の重症化予防を図ります。
　今年度、第２期健康増進計画を策定しま
す。

財源内訳

職員給与等　2,876万円
休日急病診療所負担金　45万円
地域保健医療推進事業負担金　165万円
健康増進計画策定委託料　240万円
管理栄養士設置費　217万円

国県支出金

1,183万円

国県支出金

143万円

一般財源

2,856万円

社会福祉基金

83万円

保護者負担金等

813万円

一般財源

3,565万円

特定保健指導受託金等

8万円

うち 地方消費税 社会保障分 500万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円
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事業費 4,522万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 1,871万円 所管 福祉保健課

■主な経費

保健事業費

　各種検診・健康診査、予防接種を行うとと
もに、健康増進計画に基づき、元気アップ教
室等の健康セミナーを開催し、町民の健康づ
くりを推進します。
　個別受診勧奨を強化し、がん・骨粗しょう
症・肝炎・生活習慣病の健(検)診受診率の向上
を図り、ピロリ菌検査費や前立腺がん検診費
に対しての助成を行います。
　また、不妊治療、未熟児医療に要する経費
の一部助成を実施します。男性不妊治療費も
補助対象としています。

財源内訳

成人保健事業　86万円
がん検診事業　957万円
結核対策事業　99万円
予防接種事業　2,281万円
母子保健事業　1,015万円
（うち 不妊治療助成費　120万円）
（うち 未熟児養育医療費　50万円）
健康推進員育成事業　49万円

総合福祉保健センター事業

　多賀町総合福祉保健センター「ふれあいの
郷」の管理運営を行います。
　今年度は３年に１回の特殊建築物定期業務
報告を委託します。また、今年度でふれあい
の郷は築１８年となり、冷暖房機器の経年劣
化が見られるため、ガスヒートポンプの部品
交換の工事を実施します。

財源内訳

光熱水費等の需要費　676万円
施設管理委託料　601万円
特殊建築物定期報告業務委託料　130万円
旧浴室改修実施設計委託料　162万円
ガスヒートポンプ更新工事等　160万円

国県支出金

96万円

県支出金

10万円

一般財源 4,365万円

受診料等

61万円

一般財源

1,826万円

センター使用料等

35万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円
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事業費 2,233万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1億893万円 所管 産業環境課

■主な経費

環境衛生総務費

　環境基本条例に基づき、住民等の環境意識
の向上を図るとともに、衛生的な環境づくり
を推進するため、環境審議会の運営や環境基
本計画に基づく事業の実施、環境学習の推進
に努めます。
　また、再生可能エネルギーの普及促進と住
民の環境保全および省資源意識の喚起を目的
に、住宅等における温室効果ガスを排出しな
い太陽光発電設備等の導入に係る経費に対し
て補助を行います。

財源内訳

職員給与等　1,585万円
紫雲苑(斎場)管理運営負担金　474万円
環境審議会経費　12万円
住宅用太陽光発電設置補助　110万円

塵芥処理費

　家庭から排出される生活ごみの収集や、燃
えるごみ、燃えないごみの処理経費の負担を
はじめ、資源回収に対する補助や生ごみ処理
器の購入補助を行い、ごみの減量化を推進し
ます。
　また、定期的に不法投棄監視パトロールを
実施し、美しいまちづくりを推進します。

財源内訳

ごみ減量リサイクル事業　155万円
（うち 資源回収奨励金　94万円）
ごみ収集業務事業　4,206万円
湖東広域衛生管理組合負担金　3,574万円
（燃やすごみ）
彦根愛知犬上広域行政組合負担金　2,782万円
（燃えないごみ）
不法投棄対策事業　176万円

まちづくり基金

23万円

畜犬登録手数料

31万円

県支出金

88万円

一般財源

2,179万円

一般財源

1億639万円

指定ごみ袋販売代

80万円

琵琶湖保全交付金

60万円

資源ごみ売却代等

26万円
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事業費 3,901万円 所管
産業環境課
地域整備課

■主な経費

事業費 245万円 所管 産業環境課

■主な経費

し尿処理費

　し尿・浄化槽汚泥を適正に処理するととも
に、下水道区域外での水洗化率向上を図るた
め、合併処理浄化槽設置と適正な維持管理を
推進し、環境美化を図ります。

財源内訳

湖東広域衛生管理組合負担金　3,112万円
（し尿処理施設）
合併処理浄化槽設置補助　490万円
合併処理浄化槽維持管理補助　296万円

公害調査費

　河川や井戸の水質調査を定期的に行い、水
質の監視を行うとともに、油等の流出時には
迅速に対応します。
　また、悪臭や騒音・振動等の事案が発生し
た場合には測定業務を行うなど適切に対応
し、住みよい生活環境を守ります。

財源内訳

水質検査委託料　202万円
臭気測定委託料　8万円
騒音測定委託料　35万円

国県支出金

169万円

琵琶湖保全交付金

60万円

一般財源

3,732万円

一般財源

125万円

県支出金

60万円
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事業費 5,939万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,482万円 所管 産業環境課

■主な経費

上水道費

　水道事業会計の安定のため、企業債元利償
還金等の一部を繰出金として支出していま
す。

財源内訳

水道事業会計繰出金　5,939万円

農業委員会費

　多賀町の農業を守り、振興を図るために、
農業委員14名による農地転用許可・利用権設
定等の審議を始めとして、町の農業情勢につ
いて議論していただいています。併せて、農
地利用最適化推進委員6名とともに、今後、物
を産み出す力のある資源である「農地｣の活
用、遊休農地対策等について活動していただ
きます。

財源内訳

農業委員会委員報酬　204万円
農地利用最適化推進委員報酬　39万円
職員給与等　958万円
臨時職員設置費　130万円

県支出金

200万円

一般財源

5,939万円

一般財源

1,272万円

農業者年金委託金

10万円

-36-



事業費 2,530万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,143万円 所管 産業環境課

■主な経費

農業総務費

　地域の農業組合と連携を図りながら、農業
行政を計画的に推進します。
　農業組合長会議を開催し、農業情勢につい
ての情報提供の場を設け、農業諸制度への理
解を深めていただくとともに、適正な農業行
政の執行を推進します。
　また、農業行政へご協力いただいた各集落
の農業組合長への事務委託料を算出し、適正
な支払いを行います。

財源内訳

職員給与等　2,441万円
農業組合長事務委託料　45万円

農業振興費

　環境こだわり農産物の生産にあわせて、地
球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動に取り組む農業者グループ等に対し
て支援を行います。
　また、農業に関わる各組織の運営負担金と
生産基盤の充実を図るための補助を行いま
す。生産奨励の支援として特産物の「そば」
の栽培に必要な種子及びミツバチによる受粉
効果の向上、「にんじん」の種子や生産に必
要な機械に対して支援を行い、地元農産物の
普及に努めます。また、地産地消や安全安心
な農作物づくりを推進します。

財源内訳

環境保全型農業直接支払交付金　1,154万円
パイプハウス設置補助　150万円
特産物生産奨励補助　123万円
特産物生産基盤整備補助　139万円
青年就農給付金　300万円
特産物振興連絡協議会補助　45万円

県支出金

1,078万円

一般財源

2,513万円

一般財源

1,065万円

県支出金

17万円
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事業費 1,300万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 3,662万円 所管 産業環境課

■主な経費

農村まるごと保全向上対策費

　農地や農業用水を良好に保全するため、地
域ぐるみで取り組む効果の高い共同活動を支
援します。また、過疎化、高齢化の進行を踏
まえ、集落を支える体制の簡素化を図りま
す。
　農業用施設の補修や舗装の更新等、施設の
長寿命化のための活動支援や、農地法面の草
刈、水路の泥上げ、農道の路面維持などの基
礎的保全活動、農村の構造変化に対応した体
制の充実・強化・保全管理構想の作成に対し
て支援を行います。

財源内訳

農村まるごと保全向上対策事業補助　1,215万円
広域活動組織設立支援業務委託　54万円

土地改良事業対策費

　農業用水路、農道、ため池等土地改良施設
を管理している土地改良区、農業組合および
農業団体等に対して補助要綱に基づき補助を
行います。また、滋賀県が実施する芹川ダム
および承水路の改修経費の一部を負担金とし
て支出します。

財源内訳

職員給与等　639万円
土地改良区維持管理補助　101万円
芹川ダム改修負担金　2,889万円

一般財源

364万円

県支出金

936万円

ふるさと水と土の保全基金利子

3万円
一般財源

1,059万円

町債

2,600万円
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事業費 4,702万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 472万円 所管 産業環境課

■主な経費

農業集落排水事業費

　農業集落排水事業は、一般会計とは別に特
別会計を設置し、独立して運営管理を行って
いますが、一定の基準に基づき、繰出金を支
出しています。

財源内訳

農業集落排水事業特別会計繰出金　4,702万円

地域農政推進対策費

　農業生産条件の不便な中山間地域等におい
て、集落等を単位に農用地を維持・管理して
いくための取り決め（協定）を締結し、それ
にしたがって農業生産活動等を行う場合に面
積に応じて一定額を支援します。
　また、農業団体の法人化への取り組みの推
進や農業の担い手確保対策を実施します。ま
た、「多賀の農業・農山村を考えるつどい」
を開催します。

財源内訳

中山間地域直接支払補助　409万円
多賀の農業・農山村を考えるつどい費用　10万円

一般財源

4,702万

県支出金

339万円

一般財源

119万円

農地中間管理機構委託金

14万円
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事業費 966万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 3,762万円 所管 産業環境課

■主な経費

鳥獣害防止対策費

　農業振興を図るため、シカ、イノシシ、サ
ル等の野生獣に対して電気柵または追い払い
などの対策を行う農業団体、集落等への維持
管理費の一部助成を行います。また、獣害調
査や行動域調査を継続し、効果的な対策を実
施します。

財源内訳

臨時職員設置費　331万円
鳥獣害防止総合対策事業補助　109万円
集落獣害自衛組織育成補助　433万円
（緩衝帯及び柵の維持管理経費に対し、一定の補助を
行います）
小規模農地獣害対策補助　38万円

林業総務費

　林業振興を図るため、びわこ東部森林組合
が実施する各種造林事業に対し、国県補助金
の上乗せ補助を実施します。また、高取山ふ
れあい公園や多賀町林業会館の施設修繕など
必要な管理を行うほか、林業関係団体の活動
に対し、補助を行います。
　放置林防止対策境界明確化事業は、集落単
位で山林の境界明確化に取り組む森林組合、
集落、林業団体に対して定額で補助を行いま
す。

財源内訳

職員給与等　1,833万円
彦根市犬上郡営林組合負担金　306万円
造林補助　300万円
生活環境保全林(青龍山)管理費　130万円
高取山ふれあい公園管理費　793万円
林業会館管理費　77万円
放置林防止対策境界明確化事業費　96万円

一般財源

803万円

一般財源

3,473万円

湖東地域広域事業負担金

163万円

林業会館使用料

13万円

琵琶湖保全交付金

180万円

県支出金

96万円
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事業費 2,564万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 454万円 所管 産業環境課

■主な経費

狩猟費

　ニホンジカ、イノシシ、ニホンザルなどの
農林業の生産物や生活被害として被害をおよ
ぼす有害鳥獣の駆除を多賀町猟友会に委託
し、実施します。猟友会が銃器や罠を使用し
て行うほか、産業環境課では集落に対し、檻
の貸し出し事業も実施しています。

財源内訳

有害鳥獣駆除委託料　2,501万円

林道事業費

　多賀町が管理する林道の維持補修や土砂除
去などを実施します。一部の林道において
は、町民の方や観光客の方の利用も多いため
に年間を通じて点検や補修を行っています。
　また、びわこ東部森林組合、大滝山林組
合、彦根市犬上郡営林組合が維持管理する林
道の補修事業に対し、補助を実施します。

財源内訳

林道維持補修工事費　151万円
林道維持補修補助　300万円

一般財源

558万円

一般財源

454万円

県支出金

2,006万円
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事業費 880万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,285万円 所管 産業環境課

■主な経費

治山事業費・間伐実施事業費

　治山事業では、一円地先において、治山事
業を計画しています。また、藤瀬、川相、南
後谷地先において、集落周辺の里山を健全な
森林へ誘導するための間伐や人家等にとって
危険となる木の伐採など必要な森林整備を行
います。
　間伐実施事業では、びわこ東部森林組合、
大滝山林組合が実施する搬出間伐事業に対
し、補助を実施します。

財源内訳

県単独治山工事　800万円
間伐材有効活用事業補助　80万円

森林税事業費

　滋賀県の森林税事業を活用した事業です。
森林環境学習やまのこは、県内の小学校４年
生を対象に、森林での理解と関心を深めると
ともに、人と豊かにかかわる力をはぐくむた
め、学校教育の一環として、体験型学習を高
取山ふれあい公園等で実施します。
　また、引き続き間伐材利用促進事業とし
て、お食い初めセットの配布や、小学校へ木
の学習机の設置を行います。

財源内訳

森林環境学習(やまのこ)委託料　983万円
間伐材製品利用促進委託料　270万円

一般財源

85万円

一般財源

156万円

県支出金

790万円

治山事業受益者負担金

5万円

県支出金

1,129万円
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事業費 292万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 390万円 所管 産業環境課

■主な経費

地域活動支援事業費

　都市部の若者（１名）に１年間、空き家に
滞在してもらい、その地域が必要としている
様々な活動や町の行事等に従事してもらうこ
とで、担い手不足等を解消し、活性化を図り
ます。
　今年度も引き続き、霜ヶ原区に１名配置し
ます。

財源内訳

協力隊設置活動費　292万円

森林資源循環利用促進費

　町産木材を循環利用することにより、水源
かん養、国土保全などの森林が有する重要な
機能の維持を図るとともに、低酸素社会の実
現を目指します。
　今年度も引き続き町産木材を利用した住宅
購入、バイオマス燃焼機器の購入に対する支
援や、徐間伐、植栽等の二酸化炭素吸収源対
策に資する森林施業に対する交付金の交付を
行います。

財源内訳

木質バイオマスストーブ設置補助　10万円
町産材利用住宅促進補助　100万円
森林多面的機能維持交付金　200万円

一般財源

292万円

一般財源

390万円
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事業費 3,200万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 22万円 所管 産業環境課

■主な経費

地域再生費

　国から交付される地方推進交付金を活用
し、森林・林業の再生に取り組み、森林を活
かしたまちの活性化を促し、持続的な地域の
自立を目指します。
　昨年度に引き続き、多賀町森林・林業再生
協議会の運営や航空写真を利用した森林現況
の把握、木材加工体制の検討、森林境界の確
定や木工業製品の販路開拓、林業技能者育成
に対する補助を行います。

財源内訳

森林現況調査委託　300万円
木材供給実現可能性調査委託　230万円
木材供給実証業務委託　340万円
森林団地化等支援補助　200万円
林業技能者育成補助　1,030万円
木工業振興推進補助　200万円

水産業費

　犬上山系の清流に恵まれた多賀町における
水産資源や河川環境を保全するため、大滝漁
業組合の運営費用に対し、補助を行います。
　また、小学校高学年が実施する、環境学習
（稚魚放流）に対する補助を行います。

財源内訳

大滝漁業組合補助　22万円

一般財源

1,600万円

一般財源

22万円

国支出金

1,600万円
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事業費 3,248万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,755万円 所管 産業環境課

■主な経費

商工振興費

　空き店舗対策・創業者支援等を実施し、町
内商工業の賑わいを創出するとともに、地域
全体の活性化を図ります。
　また、商工会と連携を図り、小規模事業者
の経営指導、融資相談および振興資金利子の
補給などを実施し、経営安定や成長発展を支
援します。
　その他、多賀そばの流通や消費拡大、多賀
ふるさと楽市の実施などに取り組みます。

財源内訳

職員給与等　897万円
商工会運営補助　770万円
ふるさと楽市開催費　200万円
がんばる商店応援補助　630万円
住宅リフォーム補助　600万円
振興資金利子補給金　30万円

観光費

　観光協会と連携を図り、観光ＰＲ等の誘客
促進事業を展開するとともに、広域観光事業
を推進します。また、歴史文化遺産を観光資
源として活かし、観光客の誘致および観光に
よる経済効果の創出を図ります。
　その他、開運！近江の地獄めぐりや多賀大
社を中心とした観光地ライトアップ事業を継
続し、観光資源の魅力化・地域活性化を図り
ます。

財源内訳

観光事業推進委託料　52万円
観光協会補助　530万円
地獄めぐり事業委託料　200万円
観光ライトアップ事業委託料　500万円
歴史文化遺産観光資源化事業委託料　211万円

一般財源

3,237万円

一般財源

1,320万円

小口資金預託金元金収入

11万円

国県支出金

397万円

まちづくり基金

25万円

レンタサイクル

利用料等

13万円
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事業費 1,773万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,715万円 所管 地域整備課

■主な経費

道路橋梁維持費

　町道の補修や修繕、路肩の除草等を行い、
利用者にとって安全な道路を維持します。
　降雪時には、除雪作業を実施します。町道
の除雪基準は、積雪が１０ｃｍ以上としてい
ます。

財源内訳

道路維持管理・補修費　497万円
除雪対策費　1,218万円

道路橋梁総務費

　道路管理や道路占用許可、屋外広告物、建
築確認事務を行います。
　また、新設・改良・廃止した町道や橋梁を
道路台帳に整理し、管理を行います。
　県が実施する道路改良事業の多賀町分の負
担金を支出します。

財源内訳

職員給与等　1,030万円
道路台帳整備費　100万円
県営事業負担金　165万円

一般財源

1,712万円

一般財源

1,715万円

県支出金

46万円

屋外広告物手数料

15万円
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事業費 1億7,450万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 425万円 所管 地域整備課

■主な経費

河川総務費

　河川を適正に維持管理し、住民の安全確
保、環境保全を図ります。
　また、県が実施する急傾斜地崩壊対策事業
の多賀町分の負担金を支出します。

財源内訳

河川愛護団体補助　133万円
県営事業負担金　180万円
排水路整備工事費　61万円

道路橋梁新設改良費

　生活基盤の充実を図るため、町道の新設改
良・舗装修繕を行うとともに、ガードレール
等の交通安全対策施設を整備し、安全・安心
なまちづくりを推進します。
　また、計画的に橋梁の安全性の確保と長寿
命化を図ります。

財源内訳

職員給与等　3,350万円
測量設計委託料　1,900万円
道路改良工事費　7,100万円
橋梁長寿命化工事費　4,400万円
交通安全対策工事費　150万円
里道改良工事費　320万円

一般財源

4,807万円

一般財源

221万円

町債

5,030万円

地元寄附金

113万円

国支出金

7,500万円

県支出金

184万円

地元寄附金

20万円

-47-



事業費 395万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 1億288万円 所管 地域整備課

■主な経費

公共下水道費

　公共下水道事業は、一般会計とは別に特別
会計を設置し、独立して運営管理を行ってい
ますが、一定の基準に基づき、繰出金を支出
しています。

財源内訳

下水道事業特別会計繰出金　1億288万円

都市計画総務費

　都市計画法に基づき、まちの健全な発展と
秩序ある整備を図るため、土地利用や施設の
整備および開発事業に関する事務や都市公園
の適正な維持管理を行います。
　また、現況にあわせて都市計画基本図の修
正を行います。

財源内訳

都市計画審議会委員報酬　11万円
都市公園指定管理料　220万円
都市計画基本図修正委託料　130万円

一般財源

394万円

一般財源

1億288万円

県支出金

1万円
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事業費 3,170万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 8,150万円 所管 地域整備課

■主な経費

都市再生整備計画費

　観光資源を活用した賑わいのある住みよい
まちづくりを目標に、町道多賀絵馬通り線の
道路整備を行います。
　また、新しく建設する多賀町中央公民館前
の町道久徳八重練線の道路拡幅を行います。

財源内訳

測量設計委託料　350万円
中心市街地活性化支援委託料　600万円
絵馬通り整備費　2,500万円
町道久徳八重練線改良工事費　4,400万円

都市計画諸費

　国土調査法に基づき、地籍調査を実施しま
す。地籍調査とは、法務局の登記簿および公
図をもとに、土地ごとの所有者、地番、地
目、境界を調査し、測量および面積測定を
行った結果をもとに法務局の登記情報を修正
するものです。

財源内訳

地積調査費　3,160万円

一般財源

920万円

一般財源

860万円

県支出金

2,250万円

国支出金

3,240万円

町債

4,050万
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事業費 1億2,964万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 1,331万円 所管 総務課

■主な経費

消防施設費

　地域の消防センターや消火栓の維持管理を
行うとともに、非常用の衛生電話を備え、災
害に備えます。

財源内訳

消防防災施設等整備補助　72万円
消火栓負担金　1,148万円
（水道事業特別会計へ繰出）

常備消防費・非常備消防費

　常備消防業務は、彦根市へ委託していま
す。
　非常備消防業務では、消防団を組織し、火
災等の災害に備え、安心・安全なまちづくり
を推進します。

財源内訳

消防事務委託料　1億1,218万円
消防団員報酬　275万円
職員給与等　792万円
消防備品購入費　75万円
消防団活動補助　37万円

一般財源

1億2,964万円

一般財源

1,331万円

-50-



事業費 879万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 9,439万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

災害対策費

　災害に備え、備蓄備品を整備するととも
に、防災訓練を実施します。また、有事に
は、応急対応を迅速に行い、住民の生命・財
産を守る体制を整えます。
　また、今年度は全国瞬時警報システム
（ジェイアラート）機器の更新を行います。

財源内訳

防災備品購入費（備蓄食糧）　50万円
ジェイアラート新型受信機等更新　399万円
応急災害復旧委託料（多賀工業会）　30万円
特別災害復旧事業補助　90万円
防災訓練費　29万円

教育委員会費・事務局費

　町長部局から独立した行政機関として、町
の教育の方針や施策を決定します。また、住
民の意見や国・県から情報を収集し、教育振
興に努めます。

財源内訳

教育委員報酬　52万円
特別職（教育長）給与等　1,161万円
職員給与等　6,275万円
臨時職員保険負担金　1,294万円

一般財源

474万円

一般財源

8,939万円

町債

390万円

県支出金

500万円

県支出金

15万円
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事業費 1,167万円 所管
教育総務課
学校教育課
生涯学習課

■主な経費

事業費 1億3,572万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

教育振興費

　幼稚園、小学校、中学校の総合的な教育振
興を図るための経費です。
　学校支援地域コーディネーターを設置し、
学校と地域の連携を図るほか、エキスパート
による「夢の教室」の開催や平和学習会、土
曜講座（中学生）を開催し、子どもたちの健
全育成を図ります。また、道徳の教科化に向
けて道徳教育を推進します。
　中学生の海外派遣研修を実施し、国際力豊
かな生徒を育てます。

財源内訳

学校支援地域コーディネーター設置費　176万円
土曜講座講師委託料　79万円
通級指導教室運営負担金　35万円
中学生海外派遣研修事業　538万円
道徳教育事業　154万円

小学校管理費

　多賀小学校・大滝小学校の運営、施設管理
を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充
実を図ります。今年度は、防犯カメラの更新
を行います。
　引き続き、特別支援教育支援員を設置する
とともに、英語教育を推進します。
　また、衛生管理に努め、安全でバランスの
とれた栄養のある学校給食を提供します。

財源内訳

特別支援教育支援員設置費　991万円
臨時講師設置費　474万円
外国語指導業務委託料　248万円
施設管理保守委託料　562万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　1,346万円
通学バス運行費　1,594万円
職員給与等　1,658万円
給食事業費　4,151万円

一般財源

544万円

一般財源

1億1,482万円

まちづくり基金 120万円

海外研修事業基金 114万円

海外研修参加費 160万円

給食費保護者負担金等

2,090万円

県支出金

229万円
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事業費 881万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 1億53万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

小学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用した授業を実施し、児
童の学力の向上を図ります。また、「たんぼ
のこ」や「やまのこ」事業などの体験学習や
校外学習により、さまざまな力を養います。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より就学が困難な児童に対して援助を行いま
す。

財源内訳

消耗品等需要費　150万円
教材備品購入費　85万円
児童用図書購入費　90万円
要保護・準要保護児童援助費　368万円
修学旅行補助　13万円

中学校管理費

　多賀中学校の運営、施設管理を円滑に行う
とともに、教育環境の向上、充実を図りま
す。引き続き、ＡＬＴ（外国語指導助手）を
配置し、英語教育を推進するほか、今年度
は、生徒用パソコンを更新します。
　また今年度は、公共交通網の見直しによ
り、通学バスを購入します。

財源内訳

特別支援教育支援員設置費　384万円
外国語講師設置費　402万円
臨時講師設置費　936万円
施設管理保守委託料　268万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　966万円
給食事業費　4,184万円
通学バス購入費　1,617万円

一般財源

852万円

一般財源

8,736万円

給食費保護者負担金等

1,128万円

国県支出金

29万円

県支出金

189万円
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事業費 1,183万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 6,268万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

幼稚園費

　多賀幼稚園において、就学前の子どもに対
して、幼児期の特性や発達課題を的確に踏ま
えて、望ましい習慣や態度の育成を目指した
教育を行います。

財源内訳

職員給与等　3,020万円
臨時教諭設置費　765万円
管理運営消耗品等　158万円
施設管理保守委託料　44万円
施設型給付費　2,168万円

中学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用をした授業により、生
徒の学力向上を図ります。また、部活動経費
や大会参加経費の補助を行い、生徒の健全な
育成に努めます。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より、就学が困難な生徒に対して援助を行い
ます。

財源内訳

消耗品等需要費　87万円
教材備品購入費　50万円
生徒用図書購入費　50万円
通学バス補助　460万円
要保護・準要保護生徒援助費　337万円
部活動推進・大会補助　64万円
修学旅行補助　26万円

一般財源

1,168万円

一般財源

3,813万円

国県支出金

15万円

施設型給付費代理受領分

2,168万円

保護者負担金等

287万円
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事業費 3,816万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 1,377万円 所管 生涯学習課

■主な経費

公民館費・児童館費

　中央公民館の運営管理を行います。また、
各団体のサークル活動等を支援するほか、生
涯学習を推進し、広く学習機会を提供するこ
とにより、生きがいづくりを応援します。
　毎年３月には、「多賀町美術展覧会」を開
催しています。

財源内訳

嘱託職員等設置費　543万円
生涯学習講座講師報償費　24万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　362万円
施設設備維持・保守委託料　213万円
美術展欄会経費　16万円

社会教育総務費

　青少年の健全な育成を図る事業を展開しま
す。
　また、家庭・地域・学校が互いに連携を深
め、子どもの健やかな成長を育むぬくもりあ
る環境づくりを推進します。

財源内訳

職員給与等　3,008万円
青少年育成推進費　309万円
人権教育推進費　72万円
家庭教育支援費　24万円
体験活動推進費　26万円
町史編纂事業費　338万円

一般財源

3,727万円

一般財源

1,344万円

県支出金

6万円

まちづくり基金 54万円

講座受講料等 29万円

公民館使用料等

33万円
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事業費 6億9,355万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 798万円 所管 生涯学習課

■主な経費

保健体育費

　スポーツに親しみながら、健康増進につな
がる環境づくりに努めます。多賀町スポーツ
推進計画に基づいた事業を展開します。
　また、長期的な体育施設の維持管理計画を
策定します。

財源内訳

町体育協会補助　64万円
少年団体育成補助　45万円
スポーツ教室開催費　59万円
(体操教室･ウォーキング教室･マリンスポーツなど)
湖東野球開催費　26万円
施設管理計画策定委託料　450万円

中央公民館建設費

　総合的、効果的に生涯学習、社会教育を推
進するため、多賀町産木材を活用した新しい
中央公民館の建設に取り組んでいます。

財源内訳

設計・監理費　2,591万円
木材調達費　4,266万円
工事請負費　5億8,360万円
備品購入費　3,700万円

国県支出金

2億3,613万円

一般財源

764万円

中央公民館建設基金

4億5,503万円

体育講座受講料 28万円

湖東野球参加負担金 6万円

一般財源

239万円
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事業費 3,320万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 793万円 所管 生涯学習課

■主な経費

滝の宮スポーツ公園費

　滝の宮スポーツ公園およびグラウンド・ゴ
ルフ場の維持管理を行います。
　芝生の管理などの施設管理を行い、利用者
がより良い状況で利用できる環境づくりに努
めていきます。

財源内訳

施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　208万円
施設維持保守等委託料　71万円
施設管理委託料（シルバー）　214万円
グラウンドゴルフ場芝生管理委託料　137万円

海洋センター費

　Ｂ＆Ｇ海洋センター（体育館・プール・艇
庫）の維持管理を行います。
　また、プール、艇庫を活用した体育講座を
開催し、健康増進に努めます。
　今年度は、プール内の塗装工事を実施しま
す。

財源内訳

職員給与等　899万円
臨時職員設置費　698万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　359万円
施設維持保守等委託料　87万円
プール施設管理委託料　755万円
プール内塗装工事費　280万円

施設使用料等

371万円

一般財源

712万円

一般財源

2,949万円

施設使用料等

81万円
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事業費 856万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 4,392万円 所管 生涯学習課

■主な経費

文化財保護費・歴史民俗資料館費

　文化財センターの維持管理と遺跡の発掘調
査や民俗資料の調査整理を行います。また、
町内の貴重な文化財を調査し、保護を行いま
す。
　胡宮神社社務所庭園および敏満寺石仏谷墓
跡の整備事業のほか、昨年度策定した歴史文
化基本構想に基づき、文化財を保存・活用し
ます。

財源内訳

職員給与等　865万円
埋蔵文化財発掘調査費　202万円
敏満寺遺跡史跡整備費　1,234万円
埋蔵文化財発掘調査受託事業費　646万円
史跡等保存管理計画費　343万円
歴史文化基本構想費　168万円
歴史民俗資料館管理費　51万円

武道館費・勤労者体育センター費・町民グランド費

　武道館、勤労者体育センター、町民グラン
ドおよびテニスコートの維持管理を行いま
す。
　各施設を適切に管理し、利用者が快適に利
用できる施設づくりを行っていきます。

財源内訳

施設管理費
　武道館費　18万円
　勤労者体育センター費　154万円
　町民グランド費　684万円

施設賃借料

60万円

施設使用料等

206万円

一般財源

2,874万円

一般財源

590万円

国県支出金

938万円

発掘調査受託金

580万円
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事業費 1,685万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 4,627万円 所管 生涯学習課

■主な経費

あけぼのパーク多賀管理費

　あけぼのパーク多賀（図書館・博物館・文
化財センター）の維持管理を行います。
　昨年度、太陽光パネルと蓄電池を整備しま
した。これらの活用等により、これまで以上
に光熱水費の削減に努めます。

財源内訳

施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　1,059万円
施設設備維持保守委託料　301万円

図書館費

　幅広く親しまれる生涯学習の拠点づくりを
目指し、多様なニーズに応える適切な図書館
資料の収集・提供に努めるとともに、図書館
を利用しにくい方たちのために移動図書館の
巡回を行います。

財源内訳

職員給与等　1,576万円
臨時・嘱託職員設置費　1,407万円
システム保守点検委託料　155万円
学校図書室運営事業費　385万円
図書・資料購入費　585万円
読み聞かせボランティア活動補助　1万円

一般財源

4,625万円

一般財源

1,676万円

資料コピー代等

2万円

自動販売機設置費

9万円
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事業費 1,732万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 4億4,676万円 所管 総務課

■主な経費

博物館費

　常設展示に加え、古代ゾウ発掘プロジェク
ト事業、企画展やギャラリー展、多賀の自然
を活かした観察会、講演会等を開催したり、
標本の作製を行います。
　また、あけぼのパーク多賀の開館２０周年
記念事業を通じて、郷土意識の醸成や多賀町
の魅力をアピールする事業を展開します。

財源内訳

職員給与等　895万円
臨時・嘱託職員設置費　500万円
燻蒸・標本作製委託料　113万円
企画展示監修委託料　36万円

公債費

　これまでに多賀町内の道路や学校施設等を
整備するときに借り入れた町債に対しての平
成３０年度における償還額です。

財源内訳

元金償還額　4億120万円
利子償還額　4,463万円
一時借入金利子　94万円

一般財源

4億4,676万円

一般財源

1,701万円

施設使用料等

31万円
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（単位：千円･％）

款　　別 平成３０年度 構成比 平成２９年度 構成比 比較増減 増減率

１．町　　　　　税 1,748,435 35.9 1,803,635 36.5 ▲ 55,200 ▲ 3.1

２．地　方　譲　与　税 42,000 0.9 40,000 0.8 2,000 5.0

　　　自動車重量譲与税 30,000 0.6 28,000 0.6 2,000 7.1

　　　地方揮発油譲与税 12,000 0.2 12,000 0.2 0 0.0

３．県　税　交　付　金 160,900 3.3 160,900 3.3 0 0.0

　　　地方消費税交付金 95,000 2.0 92,000 1.9 3,000 3.3

地方消費税交付金
（社会保障財源分） 49,000 1.0 52,000 1.1 ▲ 3,000 ▲ 5.8

　　　利子割交付金 1,400 0.0 1,400 0.0 0 0.0

　　　配当割交付金 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

　 　 株式等譲渡所得割交付金 3,000 0.1 3,000 0.1 0 0.0

      自動車取得税交付金 8,500 0.2 8,500 0.2 0 0.0

４．地方特例交付金 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

５．地　方　交　付　税 815,000 16.8 790,000 16.0 25,000 3.2

　　　普通交付税 615,000 12.6 610,000 12.4 5,000 0.8

　　　特別交付税 200,000 4.1 180,000 3.6 20,000 11.1

６．交通安全対策特別交付金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

７．分担金及び負担金 63,445 1.3 71,127 1.4 ▲ 7,682 ▲ 10.8

８．使用料及び手数料 17,232 0.4 17,345 0.4 ▲ 113 ▲ 0.7

９．国　庫　支　出　金 517,744 10.6 557,994 11.3 ▲ 40,250 ▲ 7.2

10．県　支　出　金 293,073 6.0 268,177 5.4 24,896 9.3

11．財　産　収　入 3,584 0.1 4,098 0.1 ▲ 514 ▲ 12.5

12．寄　　附　　金 6,032 0.1 9,290 0.2 ▲ 3,258 ▲ 35.1

13．繰　　入　　金 597,141 12.3 466,104 9.5 131,037 28.1

14．繰　　越　　金 40,000 0.8 40,000 0.8 0 0.0

15．諸　　収　　入 207,614 4.3 207,530 4.2 84 0.0

16．町　　　　　債 344,800 7.1 492,800 10.0 ▲ 148,000 ▲ 30.0

歳　入　合　計 4,863,000 100.0 4,935,000 100.0 ▲ 72,000 ▲ 1.5

１．自主財源 2,683,483 55.2 2,619,129 53.1 64,354 2.5

２．依存財源 2,179,517 44.8 2,315,871 46.9 ▲ 136,354 ▲ 5.9

第１表　平成３０年度　一般会計　歳入予算の状況
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平成３０年度 平成２９年度 増減額 増減率

１ 601,420 618,420 ▲ 17,000 ▲ 2.7

均 等 割 12,400 12,400 0 0.0

所 得 割 304,000 308,000 ▲ 4,000 ▲ 1.3

均 等 割 49,020 48,020 1,000 2.1

法 人 税 割 236,000 250,000 ▲ 14,000 ▲ 5.6

２ 1,075,715 1,116,715 ▲ 41,000 ▲ 3.7

1,075,000 1,116,000 ▲ 41,000 ▲ 3.7

内 土 地 221,000 221,000 0 0.0

家 屋 402,000 429,000 ▲ 27,000 ▲ 6.3

訳 償 却 資 産 452,000 466,000 ▲ 14,000 ▲ 3.0

715 715 0 0.0

３ 26,100 23,100 3,000 13.0

４ 44,000 44,000 0 0.0

５ 1,200 1,400 ▲ 200 ▲ 14.3

1,748,435 1,803,635 ▲ 55,200 ▲ 3.1普　通　税　計   (１～６)

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

鉱 産 税

固 定 資 産 税

内

訳

純 固 定 資 産 税

交 付 金

第２表　平成３０年度　一般会計　税目別予算の状況

区　　　　　　分

市 町 村 民 税

内

訳

個
人

法
人

（単位：千円・％）
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（単位：千円･％）

平成３０年度 構成比 平成２９年度 構成比 比較増減 増減率

822,226 16.9 838,208 17.0 ▲ 15,982 ▲ 1.9

特別職 61,565 1.3 60,761 1.2 804 1.3

一般職 361,242 7.4 373,369 7.6 ▲ 12,127 ▲ 3.2

特別職 15,591 0.3 15,356 0.3 235 1.5

一般職 190,054 3.9 192,235 3.9 ▲ 2,181 ▲ 1.1

特別職 23,570 0.5 24,341 0.5 ▲ 771 ▲ 3.2

一般職 170,204 3.5 172,146 3.5 ▲ 1,942 ▲ 1.1

907,230 18.7 910,954 18.5 ▲ 3,724 ▲ 0.4

10,906 0.2 11,134 0.2 ▲ 228 ▲ 2.0

444,416 9.1 465,503 9.4 ▲ 21,087 ▲ 4.5

615,207 12.7 597,249 12.1 17,958 3.0

115,540 2.4 112,328 2.3 3,212 2.9

499,667 10.3 484,921 9.8 14,746 3.0

1,058,840 21.8 1,088,934 22.1 ▲ 30,094 ▲ 2.8

0 0.0 0 0.0 0 -

446,762 9.2 465,998 9.4 ▲ 19,236 ▲ 4.1

5,770 0.1 9,613 0.2 ▲ 3,843 ▲ 40.0

0 0.0 0 0.0 0 -

1,114 0.0 1,250 0.0 ▲ 136 ▲ 10.9

546,529 11.2 542,157 11.0 4,372 0.8

4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

4,863,000 100.0 4,935,000 100.0 ▲ 72,000 ▲ 1.5

第３表　平成３０年度　一般会計　性質別予算構成

性　　質　　別

手 当

共済費

１．人件費

内

訳

報　酬

給　料

１０．投資及び出資金

１１．貸付金

１２．繰出金

その他

７．災害復旧事業費

８．公債費

内

訳

２．物件費

一部事務組合負担金

３．維持補修費

４．扶助費

５．補助費等

１３．予備費

合　　　　　計

６．普通建設事業費

９．積立金

-63-



（単位：千円･％）

目　的　別 平成３０年度 構成比 平成２９年度 構成比 比較増減 増減率

　１．議会費 74,907 1.5 72,369 1.5 2,538 3.5

　２．総務費 513,623 10.6 541,717 11.0 ▲ 28,094 ▲ 5.2

　３．民生費 1,195,205 24.6 1,316,924 26.7 ▲ 121,719 ▲ 9.2

　４．衛生費 333,203 6.9 308,355 6.2 24,848 8.1

　５．農林水産業費 301,032 6.2 287,437 5.8 13,595 4.7

　６．商工費 50,033 1.0 46,895 0.9 3,138 6.7

　７．土木費 433,665 8.9 536,262 10.9 ▲ 102,597 ▲ 19.1

　８．消防費 151,739 3.1 157,201 3.2 ▲ 5,462 ▲ 3.5

　９．教育費 1,353,061 27.8 1,188,229 24.1 164,832 13.9

１０．災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 -

１１．公債費 446,762 9.2 465,998 9.4 ▲ 19,236 ▲ 4.1

１２．諸支出金 5,770 0.1 9,613 0.2 ▲ 3,843 ▲ 40.0

１３．予備費 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 4,863,000 100.0 4,935,000 100.0 ▲ 72,000 ▲ 1.5

第４表　平成３０年度　一般会計　目的別予算構成
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平成３０年度 平成２９年度 比較増減 増減率

877,818 981,422 ▲ 103,604 ▲ 10.6

833,779 807,344 26,435 3.3

103,983 97,249 6,734 6.9

3,964 3,630 334 9.2

5,281 5,238 43 0.8

496,557 487,832 8,725 1.8

58,357 53,918 4,439 8.2

185 226 ▲ 41 ▲ 18.1

1,260 1,260 0 0.0

172 172 0 0.0

2,381,356 2,438,291 ▲ 56,935 ▲ 2.3

水道事業会計

332,513 358,487 ▲ 25,974 ▲ 7.2

収入 73,010 100,010 ▲ 27,000 ▲ 27.0

支出 223,198 242,974 ▲ 19,776 ▲ 8.1

（単位：千円・％）

第５表　平成３０年度　特別会計及び企業会計の予算状況

会　計　別

国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

育英事業特別会計

びわ湖東部中核工業団地公
共緑地維持管理特別会計

下水道事業特別会計

資本的収支

多賀財産区管理会特別会計

農業集落排水事業特別会計

大滝財産区管理会特別会計

霊仙財産区管理会特別会計

合　　計

収益的収支
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（単位：千円）

区      分
平成２９年度末
現 在 高 見 込

平成 ３０ 年度中
積　　 立 　　額

平成 ３０ 年度中
取　   崩  　 額

平成３０年度末
現 在 高 見 込

財政調整基金 877,607 738 110,000 768,345

減債基金 21,958 2 0 21,960

海外研修事業基金 1,143 0 1,143 0

ふるさと水と土の保全基金 32,000 0 0 32,000

土地開発基金(現金） 59,605 0 0 59,605

まちづくり基金 4,909 4,706 4,880 4,735

社会福祉基金 138,685 0 26,082 112,603

中央公民館建設基金 644,052 324 558,289 86,087

一般会計　計　① 1,779,959 5,770 700,394 1,085,335

育英事業基金　② 52,017 0 3,858 48,159

びわ湖東部中核工業団地公
共緑地維持管理基金　③

355,888 0 4,588 351,300

合　　　計
①+②+③

2,187,864 5,770 708,840 1,484,794

第６表　普通会計（一般会計・育英・公共緑地）の基金の状況
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増 減

公共事業等債 791,845 839,700 106,900 55,211 891,389

学校教育施設等整備事業債 185,175 224,760 6,500 10,719 220,541

社会福祉施設整備事業債 224,512 234,594 6,500 20,504 220,590

一般補助施設整備等事業債 95,300 140,248 0 7,826 132,422

施設整備事業債（一般財源化分） 70,000 107,800 8,100 0 115,900

一般事業債 6,716 4,232 0 2,116 2,116

地域活性化事業債 70,300 226,660 0 4,996 221,664

防災対策事業債 22,896 22,011 0 893 21,118

地方道路等整備事業債 824,423 715,335 9,900 107,258 617,977

緊急防災・減災事業債 247,762 280,145 3,900 26,369 257,676

災害復旧事業債 4,600 5,529 0 572 4,957

一般単独災害復旧事業債 0 2,500 0 0 2,500

減税補てん債 53,501 42,937 0 10,671 32,266

臨時税収補てん債 3,734 0 0 0 0

上水道出資債 49,582 48,780 0 831 47,949

臨時財政対策債 2,567,375 2,418,245 203,000 153,229 2,468,016

一般会計合計　① 5,217,721 5,313,476 344,800 401,195 5,257,081

２．特別会計

増 減

下水道事業債 2,999,845 2,845,355 90,600 228,537 2,707,418

下水道事業債（農集） 435,935 415,865 0 20,483 395,382

水道事業債 2,905,245 2,923,571 43,000 76,198 2,890,373

特別会計　合計　② 6,341,025 6,184,791 133,600 325,218 5,993,173

合　　　　計
①+②

11,558,746 11,498,267 478,400 726,413 11,250,254

第７表　地方債の残高状況

平成３０年度末
現 在 高 見 込

区分
平成２８年度末
現　　在　　高

平成２９年度末
現 在 高 見 込

平成３０年度中増減高 平成３０年度末
現 在 高 見 込

１．一般会計                                　　　　　　　　　　　        （単位:千円）

区　　分
平成２８年度末
現　　在　　高

平成２９年度末
現 在 高 見 込

平成３０年度中増減高
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TEL ０７４９－４８－８１１１（代） 

有線 ２－２００１ 

FAX ０７４９－４８－０１５７ 

E メール soumu@town.taga.lg.jp 

※この冊子は２，７００部作成し、１部当たりの単価は約○○円（税抜）です。 
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